
　大分県

　日田市

　森林技術総合研修所（地方拠点の設置）

・候補地1
　住所：大分県日田市中津江村合瀬3451番地2、3462番地2　（旧鯛生小学校跡地）
　面積：6,767　㎡

・候補地2
　住所：大分県日田市前津江町柚木2194番地1、2221番地　（旧出野小学校跡地）
　面積：5,777㎡

　※各予定地の概要・交通アクセス等は別紙参照

・本県では県土の72％を占める森林を有効活用するため林業・木材産業の振興を図っており、
スギの素材生産量は全国3位である。中でも、日田地域は福岡・熊本県とも隣接した九州の中央
部に位置し素材生産量は県内の4割を占めるとともに、製材工場を含め家具等木材加工業もさ
かんな古くからの林業地である。
・林業を持続的に振興するため、本県では担い手の確保・育成にも力を入れており、26年度の
新規就業者は90人と、過去10年間で最高となった。
・林業事業体による新規就業者の雇用意欲は旺盛だが、就業者に求める知識・技術は高度化し
ており、高性能林業機械による素材生産だけでなく森林整備全般から原木流通、木材加工、木
材需要に至るまで幅広い知識・技術が求められている。
・このような中、国内でも有数の林業地である日田市に林業研修施設の地方拠点が設置される
ことで、高度な技術・知識を有する林業新規就業者の確保・育成が進むとともに、林業・木材産
業の活性化や農山村の振興が図られ、本県のみならず西日本全体の地方創生に寄与できる。

・日田市の森林面積は55千ha、人工林率は76.5％となっており、様々な地形・地質の上に森林
があり、多様な研修フィールドを得ることができる。また、素材生産の現場では林業事業体が車
両系から架線系まで様々な林業機械を使用しているほか、市内には大型木材加工施設と原木
市場や木質バイオマス発電所が稼動中のため、幅広い範囲の研修を実施することが可能であ
る。
・さらに、県の農林水産研究センター林業部も立地しており、県と連携した研修の実施も可能で
ある。
・林野庁職員や東日本方面の地方公共団体、団体の職員、林業従事者を対象とした研修は従
来通り八王子市で実施し、西日本方面の対象者の研修を提案するものであり、日田市は九州の
中央部に位置しており、福岡空港・熊本空港とのアクセスもよく、市内にＪＲと大分自動車道があ
るなど、西日本における研修拠点としての地理的・交通的な条件がそろっている。

・誘致先予定地は小学校跡地であり、研修施設として利用可能で、無償貸与を行う予定。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。

　－

・林業生産に適した面積や地理的条件を有する当該地においては計画的な森林施業や、木材
のバイオマス利用の推進など持続可能な林業経営を推進する取組を行っている。当該地域に
森林技術総合研修所を設置することは、研修所の設置環境としても、地域の活性化策としても
最適である。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

　イ　国の機関としての機能確保

　イ　職員の居住環境確保への協力

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

別紙様式

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称

④ 誘致先の予定地





























　大分県

　佐伯市

　森林技術総合研修所　（地方拠点の設置）

・候補地1
　住所：大分県佐伯市本匠大字波寄2122番地4外6筆（旧本匠東中学校跡地）
　面積：6,674.79㎡

・候補地2
　住所：大分県佐伯市宇目大字千束字豊藤2606外4筆　（旧重岡小学校跡地）
　面積：14,833.54㎡

　※各予定地の概要・交通アクセス等は別紙参照

・本県では県土の72％を占める森林を有効活用するため林業・木材産業の振興を図っており、
スギの素材生産量は全国3位である。また、佐伯市はスギの素材生産量全国1位の宮崎県と隣
接しており西日本における一大林業産地を形成しているほか、全国トップレベルの大規模木材
加工施設を有するなど先進的な林業地域である。
・林業を持続的に振興するため、本県では担い手の確保・育成にも力を入れており、26年度の
新規就業者は90人と、過去10年間で最高となった。
・林業事業体による新規就業者の雇用意欲は旺盛だが、就業者に求める知識・技術は高度化し
ており、高性能林業機械による素材生産だけでなく森林整備全般から原木流通、木材加工、木
材需要に至るまで幅広い知識・技術が求められている。
・このような中、先進的な林業地である佐伯市に林業研修施設の地方拠点が設置されることで、
高度な技術・知識を有する林業新規就業者の確保・育成が進むとともに、林業・木材産業の活
性化や農山村の振興が図られ、大分･宮崎両県のみならず西日本全体の地方創生に寄与でき
る。

・佐伯市の森林面積は78千haで県内最大であり、海岸付近から標高1,500m程度まで、様々な地
形・地質の上に森林があり、多様な研修フィールドを得ることができる。また、素材生産の現場で
は林業事業体が車両系から架線系まで様々な林業機械を使用しているほか、市内には大型木
材加工施設と原木市場があり、隣接市では木質バイオマス発電所が整備中のため、幅広い範
囲の研修を実施することが可能である。
・林野庁職員や東日本方面の地方公共団体、団体の職員、林業従事者を対象とした研修は従
来通り八王子市で実施し、西日本方面の対象者の研修を提案するものであり、佐伯市は東九州
の中央に位置しており、市内にＪＲと東九州自動車道がある他、四国方面へのフェリーもあるた
め、西日本における研修拠点としての地理的・交通的な条件がそろっている。

・誘致先予定地は市有地であり、無償貸与を行う。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。

　－

・林業生産に適した面積や地理的条件を有する当該地においては計画的な森林施業や、木材
のバイオマス利用の推進など持続可能な林業経営を推進する取組を行っている。当該地域に
森林技術総合研修所を設置することは、研修所の設置環境としても、地域の活性化策としても
最適である。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

別紙様式

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称

④ 誘致先の予定地

　イ　国の機関としての機能確保

　イ　職員の居住環境確保への協力

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

































　大分県

　玖珠町

　陸上自衛隊輸送学校

・候補地1
　　住所：大分県玖珠郡玖珠町大字岩室2112番1
　　　　　　（公益財団法人モラロジー研究所九州社会教育センター跡地）
　　面積：約63ha
　　　　　　（うち旧施設敷地面積約25ha）

・候補地2
　　住所：大分県玖珠郡玖珠町大字帆足2243-1
　　　　　　（現玖珠町立森中学校：H31年度町内の中学校統合により廃校）
　　面積：約2ha

　　※各予定地の概要・交通アクセス等は別紙参照

・玖珠町は、陸上自衛隊玖珠駐屯地と西日本最大の日出生台演習場が所在しており、自衛隊と
の共存・共栄の関係にある。
・玖珠駐屯地は、第4対舟艇対戦車隊、第8戦車大隊、業務隊、第400会計隊、第304基地通信中
隊玖珠派遣隊、第103地区警務隊玖珠連絡班、西部方面情報保全隊玖珠派遣隊などが駐屯し
ており、玖珠町に開設されて以来、年間を通じた一般見学者の受け入れ、町内の各種イベント
やスポーツ活動への隊員の協力など、駐屯地と町との親密かつ良好な関係が築かれている。
・玖珠町にとっての防衛施設・玖珠駐屯地の存在は、経済面や町づくりにおいて極めて大きな位
置付けにあり、玖珠町第5次総合計画（平成23年度～平成32年度）の中においても、町の主要
施策として「防衛施設との新たな融合関係の構築‐今後も自衛隊と共存・共生を図りながら、有
効な関係を維持・継続・発展させていく」としている。
・併せて、玖珠町総合戦略においても、「しごと」と「ひと」の好循環を創出するための具体的な施
策の柱の一つとする予定。
・人口減少が進む玖珠町にとって、当該施設の誘致は定住人口や交流人口の増加につながり、
経済効果も期待できる。

・防衛大綱の中で、南西地域における警戒監視態勢及び実効的な対処能力の充実・強化を図る
こととしているため、近接している九州・玖珠町への移転はメリットが大きいと考える。
・誘致先の予定地は、陸上自衛隊西部方面隊・中部方面隊の全部隊が野営・戦闘・実弾射撃・
爆破及びヘリボーン訓練等に使用し、延べ隊員27万人が入場する日出生台演習場に隣接もしく
は近距離にあり、訓練での使用が可能である他、西部方面後方支援隊との連携も可能である。

・誘致先予定地１及び２はともに町有地であり、無償貸与を行う。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。
・（参考）民間アパートの相場　単身用：4万円、世帯用：5万円～6万円
　　　　　土地購入・新築の場合の土地坪単価：10万円程度
・また、玖珠町内には玖珠駐屯地の自衛隊官舎（7棟、約150世帯）が所在しており、同じ防衛職
員であるため活用が見込める。

・進入路の幅員が十分になく大型車両の通行に支障を来す場合は、進入路の整備など必要に
応じて玖珠町が対応を検討する。

・今回の地方移転が実現すれば、自衛隊との共存・共栄の町として玖珠町の特徴を活かすこと
ができ、まちづくりの契機となるとともに、防衛省・自衛隊の政策や活動に関する理解及び協力
が一層進むものと思われる。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

　イ　国の機関としての機能確保

　イ　職員の居住環境確保への協力

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称

④ 誘致先の予定地

別紙様式

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称



















































　大分県

　別府市

　独立行政法人　国際交流基金　（一部分の組織移転）
　　日本語国際センター

　住所：別府市野口原3088番地の44
　　　　　（別府市立別府商業高校跡地（59,442.51㎡）の一部）

　※予定地の概要・交通アクセス等は別紙参照

・本県では、人口減少とグローバル化に対応するため、地域資源を活用した特色ある地域づくり
により、人の流入・定着、地域活性化を図ることを目指している。
・とりわけ、世界の成長センターであるアジアのゲートウェイという地理的な優位性を活かし、国際
的競争力を持った経済圏を形成し、アジア市場等の海外展開拡大に向け、九州発、大分発の観
光交流や貿易を拡大することとしている。
・こうした取り組みを推進するためには、グローバル化に対応し、世界で活躍する人材の育成と定
着が求められており、これまで本県で進めてきた大学や留学生との協働による地域のグローバ
ル化に加え、日本語教育の中核機関である日本語国際センターを誘致することで、こうした地域
の優位性を更に進化させ、地域の活性化につなげる。

・別府市在住の留学生は2,775人で、人口（12万1551人）の2.28％を占め、国籍も約80カ国に及
ぶ。東西13キロ、南北14キロのコンパクトな都市にこれほどの密度で多様な国の留学生が暮らす
地域は全国的にも稀少で、日本語教育の研究や検証をおこなう上で、絶好のテストフィールドに
なりえると考える。
・別府市には学生の半数を留学生が占め、日本でのグローバル教育のモデルにもなっている立
命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）が立地している。ＡＰＵの特色ある教育は国内外で高く評価され、
文部科学省のスーパーグローバル大学に選ばれ、世界屈指の多文化環境を活用し、新しい価値
を生み出す人材を育成する「Global Learning（グローバルラーニング）」に取り組んでおり、日本語
国際センターとの学術研究面での連携も期待できる。
・別府市は日本を代表する温泉観光地で、外国人観光客が年間25万人が訪れる。在留外国人に
加え、こうした旅行者のニーズを満たす外国人向けの社会インフラが既に充実しており、公共交
通の多言語対応や福岡空港国際ターミナルからの直通バス、無料WiFiスポット、ムスリム対応
（マスジド、ハラールレストラン）等、外国人にとって安心できる生活や学習の環境が提供できる。

・誘致先予定地は市有地であり、無償貸与を行う予定。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。
・（参考）民間アパートの相場　単身用（1ＤＫ）：4.5万円～5万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯用（2ＬＤＫ）：5.5万円～6万円
　　　　　土地購入・新築の場合の土地坪単価：23万円程度

　－

　以下の３つの理由から、当市が日本語国際センターの移転先として最適の候補地であると考え
る。
①市内には３つの大学（別府大学・立命館アジア太平洋大学・溝部学園短期大学）が存在してお
り、8,000人を超える学生うち、2,775人の留学生が市内に居住している。留学生の出身地は世界
約80の国と地域からとバラエティに富んでおり、学生自ら地域のイベントやまちづくり活動にも参
画している風土がある。
②誘致予定地について、周辺には文教施設が多く都市環境が整った素晴らしい条件である。
③人口12万人の温泉観光地としての環境は、快適な地方都市機能を有し、職員の福利厚生の面
からも最適である。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

別紙様式

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称

④ 誘致先の予定地

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

　イ　国の機関としての機能確保

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

　イ　職員の居住環境確保への協力



























　大分県

　由布市

　国立研究開発法人産業技術総合研究所　（一部分の機能移転）
　　情報・人間工学領域
　　　サービス観測・モデル化研究グループ及びサービス設計工学研究グループ

・候補地1
　住所：由布市湯布院町川上2966番地1　(旧社会福祉協議会湯布院事務所跡地)
　面積：734.79㎡

・候補地2
　住所：由布市湯布院町中川1182番地5　（未利用テニスコート）
　面積：832.7㎡

　※各予定地の概要・交通アクセス等は別紙参照

・現在策定中の大分県版総合戦略においては、人口増加に向け、「仕事をつくり、仕事を呼ぶ」
ことが政策の柱の１つに位置づけられる予定。
・大都市圏から人を呼び込めるような魅力のある仕事を創出するためには、クリエイターやIT技
術者など企業の交流を進め産業のイノベーションを促進するほか、県経済の8割（事業所ベー
ス）を占めるサービス産業の高付加価値化やプロセス改善を図り、魅力を高めることが不可欠で
ある。
・日本一のおんせん県である本県は、全国でも有数の観光県であるが、観光産業としての分析
は遅れており、今後は域外需要を獲得する基幹産業として、あらためてその強化が必要。
・産総研のサービス工学関連部門では、データベースを活用した新サービスの設計技術・方法
論の開発や、計測技術とマーケティングの組合せ等について研究しており、サービス産業の生
産性向上について最先端の科学的な知見を有している。
・本県が観光などのサービス産業について実効性のある強化策を実施するためには、産総研の
こうした知見と技術は不可欠である。

・国では、日本再興戦略の中でサービス産業の活性化・生産性向上や地域経済の牽引役として
の観光産業の再構築を地方創生のための重要課題に位置づけている。
・全国有数の観光県であり、これから観光産業の分析と強化策の検討が必要な本県は、国の課
題認識に合致する地域であり、産総研のサービス工学部門にとっても格好の実証フィールドを
提供しうるものと思料。特に誘致先の予定地としている由布市湯布院町は、年間約400万人もの
観光客が訪れる日本屈指の温泉地であり、観光サービスについての豊富な研究対象が存在し
ている。
・本県と産総研の協力の下、観光産業の強化に成功すれば、地方創生のモデルとしてそのノウ
ハウの全国展開も可能となる。

・誘致先予定地は由布市の所有物であり、無償貸与を行う。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。
・（参考）民間アパートの相場　単身用：３万円から４万円、世帯用：５万円～６万円
　　　　　土地購入・新築の場合の土地坪単価：１０万円程度

　－

　住む人も訪れる人も魅力ある地域を創っていくためには、由布市の豊かな地域資源や特色あ
る産業情報等、特に、由布市の基幹産業である観光産業の研究していくことは、必要不可欠な
ことと考えている。最先端の知見を有する産総研の研究地として由布市湯布院町への研究所移
転をぜひともお願したい。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

④ 誘致先の予定地

　イ　国の機関としての機能確保

　イ　職員の居住環境確保への協力

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

別紙様式

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称





























別紙様式

　大分県

　豊後大野市

　国立研究開発法人　農業環境技術研究所　（一部分の組織移転）
　　生態系計測研究領域、農業環境インベントリーセンター

　住所：大分県豊後大野市三重町
　面積：38,240㎡

・本県の農業は、耕地面積の70%が中山間地域に位置することもあり、1戸当たりの経営規模が
小さく、高齢化や就業者数の減少が続いている。地域に密着している農業の再生は、地方創生
にとって重要な課題である。
・豊後大野市には、県の研究機関である農林水産研究指導センターの多くの研究チームが集積
しており、当該機関との連携が強化されることによって、情報・技術の集積による研究の高度化
が見込めることから、県全体の農業生産力が向上し、魅力ある仕事づくりにつながる。
・本県農業の生産と研究の中心地域である豊後大野市にとって、当該機関の誘致は定住人口
の増加に加え、県内のみならず県外からの農業関係者が集まる場所となることから交流人口の
増加にもつながり、地域活力が向上する。

・本県は、亜熱帯植生が見られる沿岸部から、平坦地、高標高地(1000m)まで耕地が広がり、原
生の自然が残る祖母傾山系や火山性の久住連山など変化に富んだ自然環境に加え、多種多
様な動植物が生息・生育する風土で、様々な研究フィールドを有している。
・豊後大野市は、水田及び広大な畑地を有する多種多様な農業地域であり、多様な農作物の栽
培に適していることから、農業に関わる様々な研究が可能であるとともに、日本ジオパークに認
定されるなど、多様な地形や地質、多種多様な動植物が生息・生育する環境を有しており、環境
計測等の研究にも適している。

・誘致先予定地は、現在は民有地であるが、市で責任を持って調整し、無償貸与を行う。

・職員の居住環境の確保には、できうる限りの協力を行いたい。
・（参考）民間アパートの相場　単身用：4.5万円、世帯用：4.9万円～
　　　　　土地購入・新築の場合の土地坪単価：5万程度

・移設の難しい研究設備に関しては、研究所の全てを移転するのではなく、一部の研究領域の
移転であるので、そのまま据え置き、必要に応じてつくばに赴いて研究を行うことが可能である。
また、本県研究機関の研究設備の利用についても、対応を検討する。

・本市の、2060年の将来人口の推計（社人研）は、2010年の39,452人から、17,976人（2010年比
54.4減）となる見込みであり、現在、人口ビジョンと総合戦略の策定に向け取組んでいる。総合
戦略では、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標の一つである「地方への新しい人
の流れをつくる」ための施策も積極的に展開することとしており、当該機関の誘致により、定住人
口や交流人口の増加が見込まれる。また、日本ジオパークに認定されている本市は、大分県が
目指す「ユネスコエコパーク」の祖母傾山系も有しており、その豊かな自然は誘致を希望する政
府機関の行う研究に対し、最適な環境である。

職名・氏名 　企画振興部審議監兼政策企画課長　中島英司

電話番号（直通） 　097-506-2020

電子メールアドレス 　nakasima-eiji@pref.oita.lg.jp

職名・氏名 　企画振興部政策企画課主幹　山口康幸

電話番号（直通） 　097-506-2031

電子メールアドレス 　yamaguchi-yasuyuki@pref.oita.lg.jp

⑤ 誘致の必要性・効果
　ア　地方版総合戦略の重要な要素

　イ　国の機関としての機能確保

　イ　職員の居住環境確保への協力

⑥ 誘致のための条件整備の案
　ア　施設の確保等

⑦ その他誘致に当たり解決すべき課題への対応策の案

⑧ 関係する市町村の意見等

⑨ 道府県等の提案団体の担当課長

⑩ 道府県等の担当団体の担当者

地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

① 道府県等の提案団体の名称

② 関係市町村の名称

③ 誘致を希望する政府関係機関の名称

④ 誘致先の予定地


